
（
注
１
）
自
主
財
源
＝
市
が
自
主
的
に
収
入

す
る
こ
と
が
で
き
る
財
源
で
、
市
税
、
分

担
金
及
び
負
担
金
、
使
用
料
及
び
手
数
料

な
ど
が
あ
り
、
自
主
財
源
が
多
い
ほ
ど
、

行
政
活
動
の
自
主
性
と
安
定
性
を
確
保
で

き
る
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

（
注
２
）
地
方
交
付
税
＝
全
国
の
自
治
体
が

一
定
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
で
き
る
よ

う
国
が
交
付
す
る
お
金
で
す
。

（
注
３
）
公
債
費
＝
市
の
借
金
に
あ
た
る
市

債
の
元
金
の
償
還
及
び
利
子
の
支
払
い
に

要
す
る
経
費
。
人
件
費
な
ど
と
共
に
義
務

的
経
費
と
呼
ば
れ
、
市
債
を
活
用
す
る
と

後
年
度
の
財
政
負
担
と
な
り
ま
す
。

（
注
４
）
義
務
的
経
費
＝
一
般
に
は
人
件
費
、

扶
助
費
（
注
７
）
及
び
公
債
費
な
ど
を
指

し
ま
す
。
人
件
費
は
経
常
的
に
支
出
せ
ざ

る
を
得
ず
、
扶
助
費
は
生
活
扶
助
を
は
じ

め
法
令
の
規
定
に
よ
っ
て
支
出
が
義
務
づ

け
ら
れ
て
お
り
、
ま
た
公
債
費
は
負
債
の

償
還
に
要
す
る
経
費
と
な
り
ま
す
。

（
注
５
）
決
算
統
計
＝
毎
年
、
全
国
の
各
自

治
体
で
作
成
さ
れ
る
決
算
状
況
報
告
書
の

こ
と
。
決
算
統
計
で
は
、
自
治
体
間
で
比

較
や
分
析
が
で
き
る
よ
う
に
普
通
会
計
と

い
う
統
一
的
な
会
計
区
分
を
設
け
て
い
ま

す
。
本
市
の
場
合
「
一
般
会
計
」
「
診
療
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■
縮
小
し
て
ゆ
く
決
算
規
模

　
歳
入
の
減
少
に
伴
い
、
決
算
規
模
は
年

々
縮
小
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

　
内
訳
で
は
、
人
件
費
、
普
通
建
設
事
業

費
（
注
６
）
な
ど
が
年
々
減
少
し
て
い
ま
す

が
、
生
活
保
護
費
な
ど
の
扶
助
費
（
注
７
）
及

び
介
護
保
険
な
ど
の
特
別
会
計
へ
の
繰
出

金
は
増
加
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

　
今
後
も
財
政
再
建
の
推
進
、
ま
た
国
の

施
策
で
あ
る
地
方
交
付
税
の
抑
制
の
た
め

決
算
規
模
は
縮
小
し
て
い
き
ま
す
。

※
18
年
度
に
つ
い
て
は
17
年
度
の
普
通
建
設
事

業
が
繰
り
越
し
た
た
め
そ
の
分
が
増
加
し
て
い

ま
す
。

対
馬
市
の
財
政
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

対
馬
市
の
財
政
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す�
対
馬
市
の
財
政
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

対
馬
市
の
財
政
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す�
対
馬
市
の
財
政
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す�

500
億円�

4
5
8
億
円
�

4
5
0
億
円
�

3
7
6
億
円
�

3
7
0
億
円
�

3
5
2
億
円
�

3
4
6
億
円
�

3
8
7
億
円
�

3
8
7
億
円
�

H15 H16

歳入総額�

H17 H18

400

300

200

100

0

決算規模�

歳出総額�

用
語
解
説

決
算
規
模

決
算
規
模�

決
算
規
模�

　
最
近
マ
ス
コ
ミ
等
で
「
財
政
再
建
団
体
」
と
い
う
言
葉
を
よ
く

耳
に
し
ま
す
。
一
部
で
は
、
「
対
馬
市
も
財
政
再
建
団
体
に
な
る

の
で
は
」
と
心
配
す
る
声
も
聞
か
れ
ま
す
。�

　
確
か
に
対
馬
市
の
財
政
は
厳
し
い
状
態
が
続
い
て
い
ま
す
。
そ

こ
で
対
馬
市
の
財
政
の
現
状
と
今
後
の
見
通
し
に
つ
い
て
、
詳
し

く
お
知
ら
せ
い
た
し
ま
す
。�

■
財
政
再
建
団
体
と
は
？

　
財
政
再
建
団
体
と
は
、
企
業
で
い
え
ば

一
種
の
破
産
状
態
で
会
社
更
生
法
の
適
用

を
受
け
る
こ
と
に
相
当
す
る
も
の
と
言
わ

れ
て
い
ま
す
。

　
赤
字
額
が
一
定
規
模
（
市
税
・
地
方
交

付
税
な
ど
の
一
般
財
源
の
20
%
）
を
超
え

る
と
財
政
再
建
団
体
に
転
落
し
、
国
の
厳

し
い
管
理
指
導
の
下
、
基
盤
整
備
の
中
止
、

公
共
料
金
の
値
上
げ
な
ど
を
行
い
赤
字
解

消
を
図
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
本
市
の
場
合
、
17
年
度
決
算
ベ
ー
ス
で

は
約
36
億
円
以
上
の
赤
字
決
算
と
な
っ
た

場
合
に
財
政
再
建
団
体
に
転
落
し
ま
す
。

　
17
年
度
は
3
億
円
の
黒
字
決
算
で
し
た

が
こ
れ
は
基
金
を
13
億
円
取
り
崩
し
た
た
め

で
、実
質
は
10
億
円
の
赤
字
と
な
り
ま
し
た
。

■
厳
し
い
対
馬
市
の
財
政
事
情

　
対
馬
市
の
財
政
は
厳
し
い
状
態
が
続
い

て
い
ま
す
。市
税
な
ど
の
自
主
財
源
（
注
１
）

が
少
な
い
う
え
に
、
国
か
ら
の
地
方
交
付

税
（
注
２
）
も
減
少
し
、
人
件
費
や
公
債
費

（
注
３
）
な
ど
の
義
務
的
経
費
（
注
４
）
が
多
い

た
め
で
す
。

　
そ
れ
で
は
、
決
算
規
模
、
歳
入
・
歳
出

の
状
況
を
は
じ
め
、
公
債
費
、
市
債
・
基

金
残
高
な
ど
に
つ
い
て
、決
算
統
計
（
注
５
）

を
も
と
に
説
明
い
た
し
ま
す
。

　
な
お
、
数
値
は
平
成
15
年
〜
17
年
度
に

つ
い
て
は
決
算
額
、
18
年
度
に
つ
い
て
は

決
算
見
込
額
で
す
。



所
特
別
会
計
」
「
公
共
用
地
先
行
取
得
特

別
会
計
」
を
合
算
し
た
も
の
で
す
。

（
注
６
）
普
通
建
設
事
業
費
＝
公
共
施
設
の

新
増
設
等
の
建
設
事
業
に
要
す
る
経
費
の

こ
と
。
道
路
、
橋
り
ょ
う
、
河
川
、
消
防

設
備
、
学
校
、
公
営
住
宅
等
の
公
共
用
施

設
等
の
新
設
、
増
設
、
改
良
事
業
費
や
不

動
産
取
得
等
が
該
当
し
ま
す
。

（
注
７
）
扶
助
費
＝
生
活
保
護
費
や
医
療
助

成
費
な
ど
個
人
へ
給
付
さ
れ
る
経
費
や
、

保
育
所
や
障
害
者
施
設
な
ど
の
福
祉
施
設

運
営
に
充
て
ら
れ
る
経
費
な
ど
で
す
。

（
注
８
）
「
三
位
一
体
の
改
革
」
＝
国
が
補

助
事
業
な
ど
の
権
限
と
財
源
を
地
方
に
移

し
、
全
国
一
律
の
ル
ー
ル
で
は
な
く
、
そ

れ
ぞ
れ
の
地
域
の
実
情
に
合
わ
せ
て
、
住

民
満
足
度
の
高
い
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
効
率

的
に
提
供
す
る
た
め
の
改
革
で
す
。
「
国

か
ら
地
方
へ
」
の
改
革
の
目
玉
と
し
て
進

め
ら
れ
て
い
ま
す
。
「
三
位
」
と
は
・
国

庫
補
助
負
担
金
の
改
革
・
国
か
ら
地
方
へ

の
税
源
移
譲
・
地
方
交
付
税
の
見
直
し
の

「
三
つ
の
改
革
」
を
指
し
ま
す
。

（
注
９
）
地
方
譲
与
税
＝
一
度
、
国
税
と
し

て
徴
収
さ
れ
、
そ
の
後
国
か
ら
各
地
方
公

共
団
体
に
一
定
の
基
準
で
譲
与
さ
れ
る
お

金
で
す
。
所
得
譲
与
税
、
地
方
道
路
譲
与

税
な
ど
が
あ
り
ま
す
。
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■
地
方
交
付
税
に
加
算
さ
れ
る
　
　
　
　

　
　
　
　
　
有
利
な
市
債
を
選
択

　
公
債
費
は
年
々
増
加
し
て
い
ま
す
が
、

財
政
健
全
化
を
目
指
し
て
市
債
の
借
入
額

を
抑
制
し
て
い
る
た
め
18
年
度
を
ピ
ー
ク

に
、
今
後
は
減
少
し
て
い
く
見
込
み
で
す
。

　
市
債
の
種
類
に
よ
り
、
後
年
度
に
公
債

費
の
財
源
と
し
て
、
地
方
交
付
税
に
加
算

措
置
さ
れ
る
も
の
が
あ
り
ま
す
。

　
例
え
ば
辺
地
債
は
償
還
額
の
80
%
、
合

併
特
例
債
・
過
疎
債
は
70
%
が
当
該
年
度

の
地
方
交
付
税
に
加
算
措
置
さ
れ
ま
す
。

　
本
市
の
場
合
、
交
付
税
に
よ
り
公
債
費

が
加
算
措
置
さ
れ
る
有
利
な
市
債
を
選
択

し
て
借
り
入
れ
て
い
ま
す
。
17
年
度
決
算

で
は
公
債
費
68
億
円
の
う
ち
約
64
%
と
な

る
43
億
円
が
交
付
税
に
よ
り
加
算
措
置
さ

れ
ま
し
た
。�

■
人
件
費
・
建
設
事
業
費
の
抑
制

　
人
件
費
は
、
退
職
職
員
の
不
補
充
、
新

規
採
用
者
の
抑
制
に
よ
り
減
少
傾
向
に
あ

り
ま
す
。

　
扶
助
費
は
、
合
併
に
よ
り
市
制
と
な
っ

た
た
め
、
町
で
は
無
か
っ
た
生
活
保
護
費

の
負
担
が
新
た
に
発
生
し
、
ま
た
年
々
増

加
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

　
減
少
し
て
い
る
普
通
建
設
事
業
費
は
、

《
建
設
事
業
費
↓
市
債
借
入
の
増
加
↓
後
年

度
の
公
債
費
の
増
加
↓
財
政
状
況
悪
化
》

と
な
る
た
め
今
後
も
抑
制
し
て
い
く
こ
と

が
必
要
で
す
。
※
18
年
度
の
普
通
建
設
事

業
費
に
つ
い
て
は
17
年
度
事
業
が
繰
り
越

し
た
た
め
増
加
し
て
い
ま
す
。

■
地
方
交
付
税
に
依
存
す
る
市
の
台
所

　
地
方
交
付
税
は
、
本
市
に
と
っ
て
歳
入

全
体
の
約
40
%
を
占
め
る
主
要
な
財
源
で
す
。

　
過
去
３
ケ
年
は
ほ
ぼ
横
ば
い
状
態
で
す

が
、
こ
れ
は
合
併
後
5
年
間
限
定
の
臨
時

上
乗
せ
分
、
生
活
保
護
経
費
の
増
分
等
に

よ
る
も
の
で
、
実
質
は
国
の
「
三
位
一
体

の
改
革
」
（
注
８
）
の
推
進
な
ど
に
よ
り
減
少

し
て
お
り
、
今
後
も
続
く
と
見
込
ま
れ
ま

す
。

　
一
方
、
市
税
は
景
気
の
低
迷
な
ど
に
よ

り
減
少
傾
向
で
す
が
、
19
年
度
以
降
は
定

率
減
税
廃
止
、
税
源
移
譲
に
よ
り
、
わ
ず

か
で
す
が
増
加
す
る
見
込
み
で
す
。

　
ま
た
市
債
は
、
将
来
の
公
債
費
の
増
加

を
招
き
財
政
運
営
に
及
ぼ
す
影
響
が
大
き

い
た
め
、
今
後
は
借
入
額
を
抑
制
し
て
い

き
ま
す
。

歳
入
歳
入�

歳
出
歳
出�

公
債
費
の
状
況

公
債
費
の
状
況�
歳
入�

歳
出�

公
債
費
の
状
況�

歳出の状況�

人件費� 普通建設事業費�扶助費�

億円�

143億円�

176億円�

66億円� 67億円�66億円� 67億円� 64億円� 61億円�64億円� 61億円�

14億円�
26億円� 28億円� 31億円�

119億円�

87億円�

125億円�

79億円�

150億円� 152億円� 151億円�

H15 H16 H17 H18

歳入の状況�

地方交付税� 市税�市債借入額�

160
140
120
100
80
60
40
20
0

200

150

100

50

0

億円�

H15 H16 H17 H18

公債費の状況�

交付税措置なし� 交付税措置あり�

80
70
60
50
40
30
20
10
0

億円�

H15 H16 H17 H18

62億円�62億円�

39億円�
（63%）�

42億円�
（67%）�

43億円�
（64%）�

45億円�
（64%）�

23億円�
（37%）�

20億円�
（33%）�

25億円�
（36%）�

26億円�
（36%）�

68億円� 71億円�

※18年度の市債借入額については、17年度で借入予　
　定のものが繰り越したためその分が増加しています

62億円�
53億円�

64億円�62億円�
53億円�

64億円�

30億円� 30億円� 29億円� 28億円�30億円� 30億円� 29億円� 28億円�
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��
■
ピ
ー
ク
を
越
え
た
市
債
残
高�

　
市
債
残
高
に
つ
い
て
は
、
財
政
健
全
化
を

目
指
し
て
発
行
額
を
抑
制
し
て
い
る
た
め
16

年
度
末
6
4
2
億
円
が
ピ
ー
ク
で
今
後
は
減

少
し
て
い
く
見
込
み
で
す
。

■
市
民
１
人
あ
た
り
の�

　
　
　
実
質
の
市
債
残
高
は
約
59
万
円

　
ま
た
、
市
債
残
高
を
市
民
１
人
あ
た
り
に

換
算
す
る
と
15
、
16
、
17
年
度
末
で
そ
れ
ぞ

れ
1
5
7
万
円
、
1
6
0
万
円
、
1
6
3
万

円
に
な
り
ま
す
。

　
こ
の
残
高
に
つ
い
て
は
今
後
、
利
子
分
を

含
め
て
毎
年
返
済
し
て
い
き
ま
す
が
、
そ
の

額
の
約
６
割
が
地
方
交
付
税
に
加
算
さ
れ
ま

す
。

　
よ
っ
て
対
馬
市
の
市
税
等
の
純
然
た
る
一

般
財
源
で
負
担
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
市
民

１
人
あ
た
り
の
残
高
は
約
59
万
円
と
い
う
こ

と
に
な
り
ま
す
。

　
な
お
、
市
債
残
高
自
体
は
減
少
し
て
い
ま

す
が
、
同
時
に
人
口
も
減
少
し
て
い
る
た
め

１
人
あ
た
り
の
残
高
は
増
加
し
て
い
る
状
況

で
す
。

※
18
年
度
は
17
年
度
末
現
在
の
人
口
で
算
出
し
て

い
ま
す
。

��

■
基
金
残
高
（
市
の
貯
金
）
は�

　
　
　
　
　
　
　
23
億
円
ま
で
減
少�

　
「
市
の
貯
金
」
で
あ
る
基
金
は
、
合
併
し

た
15
年
度
末
に
は
46
億
円
あ
り
ま
し
た
が
、

18
年
度
末
に
は
半
分
の
23
億
円
ま
で
減
少
す

る
見
込
み
で
す
。

　
減
少
し
た
主
な
要
因
は
、
市
税
・
地
方
交

付
税
な
ど
の
一
般
財
源
が
伸
び
悩
む
一
方
、

公
債
費
、
扶
助
費
の
義
務
的
経
費
が
増
加
し

て
い
る
た
め
一
般
財
源
に
不
足
が
生
じ
、
こ

れ
を
補
て
ん
す
る
た
め
基
金
を
取
り
崩
し
て

対
応
し
て
い
る
た
め
で
す
。

※
15
年
度
取
崩
額
の
73
億
円
に
つ
い
て
は
約
40
億

円
を
旧
各
町
が
使
用
し
、
残
り
約
33
億
円
は
合
併

に
伴
い
旧
各
町
の
基
金
を
一
度
取
り
崩
し
て
あ
ら

た
め
て
積
み
立
て
て
い
ま
す
。

��

■
余
裕
が
な
い
財
政
状
況
を
示
す�

　
　
　
対
馬
市
の
経
常
収
支
比
率
98
・
２
％�

　
経
常
収
支
比
率
と
は
、
地
方
税
・
地
方
交

付
税
・
地
方
譲
与
税
（
注
９
）
な
ど
の
一
般
財

源
が
、
義
務
的
性
格
の
経
常
経
費
に
ど
の
程

度
充
当
さ
れ
て
い
る
か
を
み
る
こ
と
で
、
財

政
構
造
を
判
断
す
る
指
標
で
す
。

　
一
般
的
に
健
全
と
さ
れ
る
の
は
80
%
未
満

と
言
わ
れ
て
い
ま
す
。
近
年
は
一
般
財
源
が

落
ち
込
ん
で
い
る
一
方
で
、
公
債
費
や
扶
助

費
の
経
常
経
費
が
増
加
し
て
い
る
た
め
上
昇

傾
向
で
、
17
年
度
決
算
で
は
98
・
2
%
と
な

り
、
財
政
の
硬
直
化
が
進
ん
だ
危
機
的
状
況

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
こ
の
状
況
は
本
市
の
み
な
ら
ず
全
国
の
市

町
村
に
お
い
て
も
み
ら
れ
16
年
度
決
算
の
全

国
平
均
は
90
・
5
%
、
17
年
度
決
算
の
県
内

13
市
平
均
は
94
・
5
%
と
な
っ
て
い
ま
す
。

基金取崩額及び残高�

基金取崩額� 基金残高�

市民１人あたり市債残高�

市
債
残
高

市
債
残
高�

基
金
残
高

基
金
残
高�

基
金
残
高�

経
常
収
支
比
率

経
常
収
支
比
率�

経
常
収
支
比
率�

市債残高�

市債残高�

645

634億円�

642億円�

639億円�

633億円�634億円�

639億円�

633億円�

640

635

630

620

億円�

万円�

H15 H16 H17 H18

180
160
140
120
100
80
60
40
20
0

H15 H16 H17 H18

交付税措置なし� 交付税措置あり�

157万円�

73億円�

46億円�

94.6%

95.7%

98.2%
99.4%

8億円�8億円�

39億円�

13億円�

29億円�

10億円�

73億円�

46億円�

13億円� 10億円�

23億円�

99万円�
（63%）�

107万円�
（67%）�

104万円�
（64%）�

104万円�
（64%）�

58万円�
（36%）�

59万円�
（36%）�

53万円�
（33%）�

58万円�
（37%）�

160万円� 163万円� 162万円�

※交付税措置額については各年度の公債費に算入された率を単純に使用して算出。

※基金は自由に使える財政調整基金・
　減債基金・振興基金の合計

H15 H16 H17 H18

80

60

40

20

0

億円�

%
経常収支比率�

経常収支比率�

H15 H16 H17 H18

100

98

96

94

92

市
債
残
高�
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■
公
債
費
負
担
が
重
く
の
し
か
か
り�

　
　
　
　
　
上
昇
す
る
起
債
制
限
比
率�

　
起
債
制
限
比
率
と
は
、
地
方
税
・
地
方
交

付
税
な
ど
を
加
え
た
標
準
的
な
収
入
に
対
す

る
公
債
費
の
割
合
を
示
す
指
標
（
過
去
３
ケ

年
の
平
均
値
）
で
す
。

　
17
年
度
ま
で
起
債（
市
債
）の
許
可
制
限
の

基
準
と
し
て
用
い
ら
れ
て
い
ま
し
た
。
（
20

%
を
超
え
る
と
一
部
の
起
債
が
許
可
さ
れ
な

く
な
り
ま
す
）

　
本
市
の
場
合
、
合
併
前
の
建
設
事
業
の
推

進
に
よ
り
多
額
の
借
入
が
な
さ
れ
た
影
響
が

大
き
く
、
こ
の
指
数
は
年
々
上
昇
し
て
お
り
、

17
年
度
決
算
で
は
13
・
6
%
で
し
た
。
17
年

度
決
算
の
県
内
13
市
平
均
は
11
・
5
%
、
16

年
度
決
算
の
全
国
平
均
は
11
・
2
%
と
な
っ

て
い
ま
す
。

■
対
馬
市
の
実
質
公
債
費
比
率
は�

　
　
　
　
　
　
制
限
以
下
の
15
・
6
%

　
地
方
分
権
に
よ
り
18
年
度
か
ら
県
の
許
可

が
な
く
て
も
地
方
債
を
借
入
で
き
る
制
度
に

移
行
し
た
こ
と
に
伴
い
、
17
年
度
決
算
か
ら

実
質
公
債
費
比
率
（
過
去
３
ケ
年
の
平
均

値
）
が
導
入
さ
れ
ま
し
た
。

　
こ
れ
は
、
従
来
の
起
債
制
限
比
率
に
水
道
、

病
院
な
ど
の
公
営
企
業
会
計
分
の
公
債
費
を

加
味
し
た
も
の
で
、
こ
の
比
率
が
18
%
以
上

に
な
る
と
昨
年
度
ま
で
と
同
様
、
地
方
債
の

借
入
に
許
可
が
必
要
と
な
り
、
25
%
以
上
で

一
部
の
地
方
債
が
借
入
で
き
な
く
な
り
ま
す
。

　
17
年
度
決
算
で
は
本
市
は
15
・
6
%
で
、

県
内
13
市
平
均
は
14
・
3
%
（
速
報
値
）
と

な
っ
て
い
ま
す
。�

■
収
支
均
衡
予
算
を
目
指
し
て
、
　
　
　
　

　
　
　
　
　
経
費
削
減
に
取
り
組
み
ま
す
。�

　
こ
れ
ま
で
見
て
き
た
と
お
り
、
対
馬
市
の

財
政
構
造
は
、
歳
入
面
で
は
市
税
な
ど
の
自

主
財
源
が
乏
し
く
、
ま
た
歳
出
面
で
は
過
去

の
建
設
事
業
に
伴
う
公
債
費
、
旧
町
ご
と
に

点
在
す
る
公
共
施
設
の
維
持
管
理
費
（
物
件

費
）
、
類
似
団
体
と
比
較
し
て
多
数
配
置
さ

れ
て
い
る
職
員
の
人
件
費
な
ど
の
固
定
経
費

が
多
い
と
い
う
特
徴
が
あ
り
ま
す
。
こ
の
た

め
、
市
と
な
っ
て
過
去
３
ヶ
年
は
、
不
足
し

た
財
源
を
基
金
の
取
り
崩
し
に
よ
り
対
応
し

て
き
ま
し
た
。

　
今
後
、
歳
入
の
増
加
が
見
込
め
な
い
中
、

財
政
の
健
全
化
へ
向
け
て
昨
年
策
定
し
た

「
行
財
政
改
革
大
綱
」
及
び
平
成
22
年
度
ま

で
に
基
金
取
り
崩
し
を
ゼ
ロ
に
す
る
こ
と
を

目
標
と
す
る
「
中
期
財
政
計
画
」
に
基
づ
い

て
、
人
件
費
及
び
公
債
費
の
削
減
な
ど
に
取

り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

　
ま
た
、
内
部
管
理
費
及
び
公
共
工
事
の
コ

ス
ト
削
減
、
税
徴
収
率
の
向
上
、
使
用
料
の

適
正
化
、
施
設
の
休
廃
止
な
ど
経
費
全
般
に

わ
た
り
徹
底
的
な
見
直
し
を
行
い
節
減
合
理

化
を
図
り
、
少
な
い
予
算
で
、
最
大
の
効
果

が
出
せ
る
よ
う
行
財
政
改
革
に
努
め
ま
す
。

財
政
の
今
後
の
見
通
し

財
政
の
今
後
の
見
通
し�

財
政
の
今
後
の
見
通
し�

起債制限比率・実質公債費比率�

起債制限比率� 実質公債費比率�

　
　
《
10
月
》
�

１
日
＝
「
赤
い
羽
根
空
の
一
便
」
伝
達

式
、
陸
自
対
馬
駐
屯
地
26
周
年

記
念
行
事
、
対
馬
市
交
流
セ
ン

タ
ー
落
成
祈
願
祭

４
〜
６
日
＝
市
長
と
職
員
の
意
見
交
換

会

５
日
＝
県
農
業
委
員
会
会
長
・
事
務
局

長
会
議
、
振
興
計
画
査
定

６
日
＝
対
馬
市
中
学
校
体
育
大
会
駅
伝

競
技
大
会

11
〜
13
日
＝
全
国
漁
港
漁
場
大
会
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
（
東
京
）

14
〜
15
日
＝
朝
鮮
通
信
使
縁
地
連
絡
協

議
会
呉
大
会
　
　
　
　
（
呉
）

16
日
＝
市
政
説
明
会

　
　
　
　
　
　
（
大
船
越
小
学
校
区
）

17
日
＝
老
人
ク
ラ
ブ
厳
原
支
部
グ
ラ
ウ

ン
ド
ゴ
ル
フ
大
会

18
日
＝
市
政
説
明
会

　
　
　
　
　
　
　
（
小
綱
小
学
校
区
）

19
〜
20
日
＝
長
崎
県
戦
没
者
追
悼
式
　

　
　
　
　
　
　
　
　
（
大
村
）

22
日
＝
対
馬
市
Ｐ
Ｔ
Ａ
連
合
会
研
修
大

会

23
日
＝
対
馬
物
産
開
発
（株）
臨
時
総
会
、

定
例
記
者
発
表

24
〜
25
日
＝
県
漁
港
漁
場
協
会
理
事
会

　
　
　
　
　
　
　
　
（
長
崎
）

27
日
＝
対
馬
市
戦
没
者
追
悼
式
、
淡
交

会
対
馬
支
所
45
周
年
記
念
大
会

31
日
＝
市
政
説
明
会（
豆
酘
小
学
校
区
）

%

19

17

15

13

11

9
H15 H16 H17 H18

11.5%
12.4%

13.6%

15.0%15.6%

17.0%

起
債
制
限
比
率
・
実
質
公
債
比
率

起
債
制
限
比
率
・
実
質
公
債
比
率�
起
債
制
限
比
率
・
実
質
公
債
比
率�


